
 

（別表１－１）（１割負担額） 

※ Ⅱ型（２ユニット） 基本料金表（日額）             ２０２６年７月１日 

要介護度 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

サービス費 ７,４９０円 ７,５３０円 ７,８８０円 ８,１２０円 ８,２８０円 ８,４５０円 

自己負担額 ７４９円 ７５３円 ７８８円 ８１２円 ８２８円 ８４５円 

 

※ 初期加算 

入居後３０日間に限って、上記のサービス費に１日につき３０円が加算されます。 

 

※ 若年性認知症利用者受入加算 

若年性認知症の方については、上記サービス費に１日につき１２０円が加算されます。 

 

※ 退居時相談援助加算 

当事業所を退居され在宅復帰（医療機関及び介護保険施設等を除く）される入居者に対し、以下の様 

な援助を行った場合は、１回を限度として４００円が加算されます。 

 ア 食事、入浴、健康管理等の生活に関する相談援助 

 イ 運動機能及び日常生活動作能力の維持や向上を目的とした各種訓練等に関する相談援助 

 ウ 家屋の改善に関する相談援助 

 エ 介助方法に関する相談援助 

 

※ 退居時情報提供加算 

 医療機関へ退居する入居者について、退居後の医療機関に対し入居者等の同意を得て、当該入居者の

心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合、1人につき 1回に限り２５０円が加算されます。 

 

※ 生活機能向上連携加算Ⅱ 

 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士、医師が訪問し、計画作成担当者と身体状況の評価を共同して

行い介護計画を作成した場合、３月を限度として１月につき２００円が加算されます。 

 

※ 口腔・栄養スクリーニング加算 

 介護サービス事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリ

ーニング及び栄養状態のスクリーニングについて確認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専

門員に提供していることで６月に１回を限度に２０円が加算されます。 

 

※ 入居者の入退院支援の取組 

入院後３ヶ月以内に退院が見込まれる入居者について、退院後の再入居の受入れ体制を整えている場

合には、１月に６日を限度として１日につき２４６円が加算されます。 

 

【当事業所では、サービスを提供するに当たり、以下の体制を整備しておりますので、上記サービ

ス費以外にそれぞれの金額が加算されます。】 

 

（１）医療連携体制加算（Ⅰ-ハ） 

「認知症高齢者グループホームの入居者が重度化した場合における対応に関する指針」別紙（別表

－２）を定めた上で、医療機関または訪問看護ステーションとの契約により健康管理及び医療連携体

制を強化しておりますので、要介護１～５の方については、１日につき３７円が加算されます。 

 

（２）医療連携体制加算（Ⅱ） 

  医療連携体制加算（Ⅰ）を算定しかつ医療的ケアが必要な入居者の受け入れを行っている場合、 

1 日につき５円が加算されます。 

 

 



（３）協力医療機関連携加算 

  協力医療機関との間で、入居者等の同意を得て、入居者等の病歴等の情報を共有する会議を定期的

に開催し、入居者の病状が急変した場合等において、医師または看護職員が相談対応を行う体制及び

事業所から診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保している場合、１月につき１００

円が加算されます。 

 

（４）看取り介護加算 

別紙（別表－２）第４の看取りに関する事項に基づき、当事業所で看取り介護を実施した場合は、

死亡日以前３１日以上４５日以下は１日につき７２円、４日以上３０日以下は１日につき１４４円、

死亡日以前２日又は３日は１日につき６８０円、死亡日については１，２８０円が加算されます。 

看取り介護実施途中に退居された場合は、退居日から起算して４５日以内に死亡された場合に限り、

退居日までの期間が加算の対象となります。尚、死亡日が退居日の翌月であった場合には、請求が月

遅れとなることがあります。 

 

（５）認知症専門ケア加算（Ⅰ） 

  当事業所は、認知症専門ケア加算の算定要件を充たした上で、サービス提供を行っておりますので、

認知症日常生活自立度Ⅲ以上の方に限り、１日につき３円が加算されます。 

 

（６）科学的介護推進体制加算 

  入居者ごとの、ＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入居者の心身の状況等に係

る基本的な情報を、厚生労働省に提出し、必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービス提供に

当たって、情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していることで１

月につき４０円が加算されます。 

 

（７）栄養管理体制加算 

管理栄養士が、日常的な栄養ケアに係る介護職員への技術的助言や指導を月１回以上行っている場 

 合、１月につき３０円が加算されます。 

 

（８）サービス提供体制強化加算 

 

（９）介護職員等処遇改善加算 Ⅰ（ロ） 

介護職員の賃金の改善等および職場環境の整備（生産性向上等）を実施していることから、基本料

金を始め、上記各種加算の合計月額の２２.８％が加算されます。 

 

 

（10）生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 

  介護記録ソフト等の活用により、情報の共有や分析を行い、ケアの質の向上と職員の業務負担軽減

を図る体制を整えています。また、これらの方策を検討する専門の委員会を設置し、利用者の安全確

保やサービスの質について定期的な検討および実施状況の確認を行っていることで、１月につき１０

円が加算されます。 

算定項目 サービス提供体制強化加算の算定要件 自己負担額／日額 

 

〇 

Ⅰ 

 

介護福祉士を全体の７０％以上配置している。 

勤続１０年以上の介護福祉士を２５％以上配置している。 

※上記のいずれかに該当。 

２２円 

 Ⅱ 介護福祉士を全体の６０％以上配置している。 １８円 

 Ⅲ 介護福祉士を全体の５０％以上配置している。 

常勤職員を全体の７５％以上配置している。 

勤続年数が７年以上ある者を全体の３０％以上配置している。 

※上記のいずれかに該当。 

６円 


